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凡   例 

１ 比率（％）は、原則として計数ごとに小数点第２位未満四捨五入とした。

したがって、構成比率の合計が 100 とならないことがある。 

２ 各表中の符号等の用法は、次のとおりである。 

(1) 「 ― 」：該当数値のないもの

(2) 「0.00」：該当数値はあるが、表示単位未満のもの
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令和６年度宮城県後期高齢者医療広域連合 

一般会計・特別会計歳入歳出決算に関する審査意見 
 
第１ 審査の対象 

令和６年度 宮城県後期高齢者医療広域連合一般会計・特別会計歳入歳出決算 

 

第２ 審査の期間 

令和７年６月１１日から６月２３日まで 

 

第３ 審査の方法 

広域連合長から提出された「令和６年度一般会計・特別会計歳入歳出決算書」及びその附属書類

について関係法令に準拠して調製されているかを確認し、それらの計数を会計管理者所管の諸帳票

及び担当課から提出された決算資料等と照合するとともに、担当課長から説明を聴取し、さらに例

月出納検査の結果を踏まえて実施した。 

 
第４ 審査の結果 

審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算書及び附属書類を審査した結果、いずれも関係

法令に準拠して調製されており、それらの計数は関係諸帳簿と符合し正確であり、予算執行状況に

ついても適正になされていると認めた。 

決算の概要及び意見は、次に述べるとおりである。 
 
１ 決算の総括 

   一般会計・特別会計歳入歳出決算総括は、第１表に示すとおりである。 

決算総額は歳入295,788,139,201円（一般会計1,330,255,580円、特別会計294,457,883,621円）、

歳出291,316,550,211円（一般会計1,094,512,237円、特別会計290,222,037,974円）で差引残額

は4,471,588,990円（一般会計235,743,343円、特別会計4,235,845,647円）となっている。 

   歳入の収入率は、予算額に対し 100.42％（一般会計 100.00％、特別会計 100.42％）歳出の執行

率は、予算額に対し98.90％（一般会計82.28％、特別会計98.98％）となっている。 

 

第１表 一般会計・特別会計歳入歳出決算総括表 

（単位：円、％） 

会 計 別
令和6年度

予算額（Ａ）
令和6年度

決算額（Ｂ）
増 減 額

（Ｂ）−（Ａ）
比率

（Ｂ）/（Ａ)

1 歳入 1,330,303,000 1,330,255,580 △ 47,420 100.00

2 歳出 1,330,303,000 1,094,512,237 △ 235,790,763 82.28

3 差引残額（1－2） 0 235,743,343 ― ―

4 歳入 293,214,726,000 294,457,883,621 1,243,157,621 100.42

5 歳出 293,214,726,000 290,222,037,974 △ 2,992,688,026 98.98

6 差引残額（4－5） 0 4,235,845,647 ― ―

7 歳入 294,545,029,000 295,788,139,201 1,243,110,201 100.42

8 歳出 294,545,029,000 291,316,550,211 △ 3,228,478,789 98.90

9 差引残額（7－8） 0 4,471,588,990 ― ―

区　　　分

一般会計

特別会計

総　　計
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２ 一般会計 

  (1) 概況 

    一般会計の決算収支状況は、第２表に示すとおりである。 

    決算額は歳入1,330,255,580円（前年度比5.77％増）、歳出1,094,512,237円（前年度比 

5.74％減）で、差引残額は235,743,343円（前年度比144.22％増）となっている。 

    翌年度へ繰り越すべき財源がないため、実質収支額も同額で、235,743,343円の黒字となって 

いる。 

 

第２表 一般会計決算収支状況 

（単位：円、％） 

令和6年度
決算額（Ａ）

令和5年度
決算額（Ｂ）

増　減　額
（Ａ）−（Ｂ）

対前年度
増 減 率

1 歳入 1,330,255,580 1,257,729,856 72,525,724 5.77

2 歳出 1,094,512,237 1,161,202,047 △ 66,689,810 △ 5.74

3 差引残額 (1－2) 235,743,343 96,527,809 139,215,534 144.22

0 0 0 ―

5 実質収支額 (3－4） 235,743,343 96,527,809 139,215,534 144.22

区　　　　　分

4 翌年度へ繰り越すべき財源

 

   

(2) 歳入 

    款別の歳入決算状況は、第３表に示すとおりである。 

    決算額は1,330,255,580円で、前年度の決算額と比較し、72,525,724円（5.77％）の増となっ 

ている。 

 収入未済額は0円である。（参考資料15ページ参照） 

 

                 第３表 款別歳入決算状況         （単位：円、％）     

分 担 金 及

び 負 担 金

1,330,255,580 100.00 5.77 1,257,729,856 100.00 65.42 72,525,724

年度別

款別

1

令和6年度

722,987,000 54.35 9.33

令和5年度

増 減 額

（Ａ）－（Ｂ）

決算額

（Ａ）
構成比

対前年度

増 減 率

決算額

（Ｂ）
構成比

対前年度

増 減 率

661,310,000 52.58 2.14 61,677,000

2 財 産 収 入 30,207 0.00 1,729.62 1,651 0.00 △ 83.40 28,556

3 繰 入 金 510,130,000 38.35 △ 4.76 535,605,000 42.59 1,440.33 △ 25,475,000

4 繰 越 金 96,527,809 7.26 59.22 60,624,818 4.82 △ 22.23 35,902,991

0.01 84.365 諸 収 入 580,564 0.04 392,177

合 計

208.18 188,387
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第１款 分担金及び負担金 

市町村別の負担金状況は、第４表に示すとおりである。 

決算額は722,987,000円で、前年度（661,310,000円）と比較し、61,677,000円（9.33％）の

増となっている。 

 

第４表 市町村別負担金状況 

                                  

市町村名 負担金額 構 成 比 市町村名 負担金額 構 成 比

仙 台 市 289,933,558 40.10 柴 田 町 12,903,254 1.78

石 巻 市 46,071,825 6.37 川 崎 町 4,743,055 0.66

塩 竈 市 19,036,458 2.63 丸 森 町 6,501,259 0.90

気仙沼市 23,075,582 3.19 亘 理 町 12,029,304 1.66

白 石 市 12,492,616 1.73 山 元 町 6,288,732 0.87

名 取 市 22,765,505 3.15 松 島 町 6,793,289 0.94

角 田 市 10,933,931 1.51 七ヶ浜町 7,467,939 1.03

多賀城市 18,944,490 2.62 利 府 町 11,231,503 1.55

岩 沼 市 14,120,302 1.95 大 和 町 9,256,558 1.28

登 米 市 25,773,087 3.56 大 郷 町 4,566,296 0.63

栗 原 市 24,239,272 3.35 大 衡 村 3,690,818 0.51

東松島市 13,475,923 1.86 色 麻 町 4,091,152 0.57

大 崎 市 38,882,306 5.38 加 美 町 9,250,496 1.28

富 谷 市 14,805,818 2.05 涌 谷 町 6,981,869 0.97

蔵 王 町 5,857,470 0.81 美 里 町 9,629,686 1.33

七ヶ宿町 2,570,152 0.36 女 川 町 4,259,639 0.59

大河原町 8,828,760 1.22 南三陸町 6,148,374 0.85

村 田 町 5,346,722 0.74 合　　計 722,987,000 100.00
 

 

第２款 財産収入 

決算額は30,207円で、全て基金に係る預金利子となっている。 

 

第３款 繰入金 

決算額は510,130,000円で、前年度（535,605,000円）と比較し、25,475,000円（4.76％）の 

減となっている。    

決算額の内訳は、特別会計繰出金（標準システム運用委託料等）及び予備費の財源とするため

の基金の取崩し分となっている。 

 

（単位：円、％） 
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第４款 繰越金 

決算額は96,527,809円で、前年度の歳入歳出差引残額（96,527,809円）と同額となっている。 

 

第５款 諸収入 

決算額は580,564円で、内訳は、預金利子391,209円及び雑入189,355円となっている。 

（参考資料15ページ参照） 

 

 (3) 歳出 

款別の歳出決算状況は、第５表に示すとおりである。 

決算額は 1,094,512,237 円で、執行率は 82.28％となっている。前年度の決算額と比較し、

66,689,810円（5.74％）の減となっており、執行率については、前年度（92.32％）より10.04ポ

イント下回っている。 

不用額は（参考資料 17 ページ参照）235,790,763 円で、前年度（96,581,953 円）と比較し、

139,208,810 円（144.14％）の増となっている。不用額の生じた主なものは、民生費 215,404,917

円となっている。 

 

第５表 款別歳出決算状況 

                                       

年度別

1議 会費 2,311,513 0.21 1.19 78.54 2,284,441 0.20 △ 2.02 75.52 27,072

2総 務費 396,640,641 36.24 △ 51.12 97.60 811,387,877 69.87 141.52 96.92 △ 414,747,236

3民 生費 695,560,083 63.55 100.14 76.35 347,529,729 29.93 △ 3.84 85.26 348,030,354

4予 備費 0 0.00 ― 0.00 0 0.00 ― 0.00 0

合 計 1,094,512,237 100.00 △ 5.74 82.28 1,161,202,047 100.00 65.96 92.32 △ 66,689,810

決算額

（Ａ）
構成比

款別

増 減 額

(Ａ)－(Ｂ)
対前年度

増 減 率

予 算 額
に対する
比　　率

決算額

（Ｂ）
構成比

対前年度

増 減 率

予 算 額
に対する
比　　率

令和6年度 令和5年度

 

 

第１款 議会費 

決算額は 2,311,513 円で、前年度と比較し、27,072 円（1.19％）の増となっており、歳出に占め

る構成比は0.21％で、前年度（0.20％）と比較し、0.01ポイント上回っている。 

不用額は631,487円である。（参考資料17ページ参照） 

 

第２款 総務費 

決算額は 396,640,641 円で、前年度と比較し、414,747,236 円（51.12％）の減となっており、

歳出に占める構成比は36.24％で、前年度（69.87％）と比較し、33.63ポイント下回っている。 

不用額は9,754,359円である。（参考資料17ページ参照） 

 

 

（単位：円、％） 
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第３款 民生費 

 決算額は 695,560,083 円で、前年度（347,529,729 円）と比較し、348,030,354 円（100.14％）

の増となっており、歳出に占める構成比は63.55％で、前年度（29.93％）と比較し、33.62ポイン

ト上回っている。 

 決算額の内訳は、共通経費分として、全て特別会計へ繰り出している。 

不用額は215,404,917円である。（参考資料17ページ参照） 

 

第４款 予備費 

予備費充用については0円である。 

 

３ 特別会計 

 (1) 概況 

   特別会計の決算収支状況は、第６表に示すとおりである。 

   決算額は歳入294,457,883,621円（前年度比3.66％増）、歳出290,222,037,974円（前年度比 

4.23％増）で、差引残額は4,235,845,647円（前年度比24.61％減）となっている。 

   翌年度へ繰り越すべき財源がないため、実質収支額も同額で、4,235,845,647円の黒字となって

 いる。 

 

第６表 特別会計決算収支状況 

（単位：円、％） 

令和6年度
決算額（Ａ）

令和5年度
決算額（Ｂ）

増　減　額
（Ａ）−（Ｂ）

対前年度
増 減 率

1 歳入 294,457,883,621 284,066,152,952 10,391,730,669 3.66

2 歳出 290,222,037,974 278,447,290,671 11,774,747,303 4.23

3 差引残額 (1－2) 4,235,845,647 5,618,862,281 △ 1,383,016,634 △ 24.61

0 0 0 ―

5 実質収支額 (3－4） 4,235,845,647 5,618,862,281 △ 1,383,016,634 △ 24.61

区　　　　　分

4 翌年度へ繰り越すべき財源

 

  

(2) 歳入 

款別の歳入決算状況は、次ページの第７表に示すとおりである。 

   決算額は 294,457,883,621円で、前年度の決算額と比較し、10,391,730,669円（3.66％）の増 

  となっている。 

   不納欠損額は 895,251円（参考資料19ページ参照）で、前年度（357,667円）と比較し、 

537,584円（150.30％）の増となっている。 

   収入未済額は4,759,034円（参考資料19ページ参照）で、前年度（3,899,800円）と比較し、 

859,234円（22.03％）の増となっている。内訳は、全て第１０款諸収入・第３項雑入である。 
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第７表 款別歳入決算状況 

                                          （単位：円、％） 

増 減 額

決算額 構成比 対前年度 決算額 構成比 対前年度

（Ａ） 増 減 率 （Ｂ） 増 減 率 （Ａ）－（Ｂ）

特別高額医療費

共同事業交付金

財政安定化基金

借 入 金

10,391,730,669

14.30 △ 3,769,277

合　　計 294,457,883,621 100.00 3.66 284,066,152,952 100.00 4.29

― 0

△ 17.48

10 諸 収 入 199,313,947 0.07 △ 1.86 203,083,224 0.07

9 0 0.00 ― 0 0.00

△ 863,818,646

6,808,833,071 2.40 △ 0.508 繰 越 金 5,618,862,281 1.91 △ 1,189,970,790

△ 19.25 6,066,722

7 繰 入 金 6,104,556,083 2.07 △ 12.40 6,968,374,729 2.45 △ 18.82

5.20 52,800,913

2.59

6 財 産 収 入 6,171,842 0.00 5771.23 105,120 0.00

5 174,252,803 0.06 43.47 121,451,890 0.04

7.26 755,947,905

108,247,893,000 38.11 5.774 支払基金交付金 111,050,040,000 37.71 2,802,147,000

31.26 4.19 4,489,643,459

3 県 支 出 金 23,476,914,997 7.97 3.33 22,720,967,092 8.00

17.67 4.76 4,342,683,3838.65

2 国 庫 支 出 金 93,295,271,008 31.68 5.06 88,805,627,549

年度別 令和6年度 令和5年度

50,189,817,277

款別

1 市 町 村 支 出 金 54,532,500,660 18.52

 

 

 (3) 歳出 

   款別の歳出決算状況は、次ページの第８表に示すとおりである。 

   決算額は290,222,037,974円で、執行率は98.98％となっている。前年度の決算額と比較し、 

11,774,747,303円（4.23％）の増となっており、執行率については、前年度（98.01％）より 

0.97ポイント上回っている。 

   決算額の中で、最も大きい割合を占めているのは、保険給付費 279,455,121,493 円(96.29％)で

  あり、その内訳は第９表に示すとおりである。 

   なお、保険給付費の決算額は、前年度（266,897,744,460円）と比較し、12,557,377,033円 

（4.70％）の増となっている。 

   不用額は2,992,688,026円（参考資料21ページ参照）で、前年度（5,652,213,329円）と比較 

し 2,659,525,303円（47.05%）の減となっている。不用額の生じた主なものは、保険給付費 

2,485,485,507円となっている。（参考資料21ページ参照） 

   予備費充用については0円となっている。 
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第８表 款別歳出決算状況                                       

増 減 額
決算額 構成比 対前年度 予 算 額 決算額 構成比 対前年度 予 算 額
（Ａ） 増 減 率 に対する （Ｂ） 増 減 率 に対する （Ａ）－（Ｂ）

比　　率 比　　率

特別高額医療費

共同事業拠出金

290,222,037,974 100.00 4.23 98.98 278,447,290,671 100.00 4.85 98.01 11,774,747,303

0.00

16.39 84.47 172,992,8760.39

1.98 △ 15.39 100.00 6,808,938,191

0.44 15.82 91.73

2.456 基 金 積 立 金 5,760,880,281

7 公 債 費 0

5 保 健 事 業 費 1,266,666,336

3 166,221,382 0.06 24.94 92.81 133,044,615 0.05

1,093,673,460

90.11 33,176,76719.30

― ― ―

12,557,377,033

87.69

98.102 保 険 給 付 費 279,455,121,493 96.29 4.70 99.12

442,308,2690.27 124.40 83.20 355,564,561

款別

1 総 務 費 797,872,830 0.13

年度別 令和6年度 令和5年度

△ 0.50 100.00

266,897,744,460 95.85 5.75

△ 32.93

△ 1,048,057,910

― 0.00 0 0.00 ― 0.00 0

△ 33.67 99.44 △ 609,964,1468 諸 支 出 金 2,548,361,238 0.88 △ 19.31 99.77

0.00 ― 0.00 0 0.00

合　　計

― 0.00 09 予 備 費 0

―

3,158,325,384 1.13

226,914,414支払基金拠出金4 226,914,414 0.08 皆増 100.00

 
 

 

第９表 保険給付費内訳                                          

増 減 額

決算額 構成比 対前年度 決算額 構成比 対前年度

（Ａ） 増 減 率 （Ｂ） 増 減 率 （Ａ）－（Ｂ）

高 額 介 護

合 算 療 養 費

279,455,121,493 100.00 4.70 266,897,744,460 100.00 5.75 12,557,377,033

0.37 △ 4.75 78,950,000葬 祭 費 1,067,850,000 0.38 7.98 988,900,000

合　　計

傷 病 手 当 金 0

0.62256,515,941 244,299,429 12,216,5120.09

0.00 △ 100.00 208,458 0.00 △ 70.02 △ 208,458

0.09 5.00

175,800

32.98 1,070,759,209

97.11 5.35 11,268,420,953

0.00 991.93

高 額 療 養 費

移 送 費

96.78

1.51

審査支 払手 数料 61,548,245

2,768,141,091 0.99 2.42 2,702,626,319 1.01 29.15 65,514,772

621,056,155 0.23

3,160,319,700 1.18

療 養 給 付 費

年度別 令和6年度

270,448,579,552

科目

259,180,158,5994.35

175,800

△ 1.74

令和5年度

訪問看 護療 養費 4,231,078,909 33.88

682,604,400 0.24

0.00351,600 100.00

9.91

 

（単位：円、％） 

（単位：円、％） 
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４ 財産の状況 

財産の決算年度中における増減高及び決算年度末現在高は、以下のとおりである。 

（参考資料22ページ参照） 

 

公有財産・債権 

決算年度中に取得した公有財産及び債権はない。 

物 品 

取得価格又は評価額が100万円以上の重要物品は、決算年度中の増減はなく、決算年度末現在 

は書庫類１点のみである。 

基 金 

基金の種類別増減及び決算年度末現在高は、第１０表に示すとおりである。 

 

 

第１０表 基金の種類別増減及び決算年度末現在高 

（単位：円） 

            年度別 

区分 
前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高  

財政調整基金 632,892,136 △ 413,276,191 219,615,945  

後期高齢者医療給付費準備基金 5,824,755,178 351,884,281 6,176,639,459  

 

 

○財政調整基金 

決算年度末現在高は、前年度末現在高に比し 413,276,191 円減少している。これは、

96,853,809円が積立てられ、510,130,000円の取崩しがあったものである。 

 

○後期高齢者医療給付費準備基金 

決算年度末現在高は、前年度末現在高に比し 351,884,281 円増加している。これは、

5,760,880,281円が積立てられ、5,408,996,000円の取崩しがあったものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 9 -

５ むすび 

 

令和6年度一般会計及び特別会計の決算総額は、歳入295,788,139,201円、歳出291,316,550,211

円で、前年度と比較し、歳入は3.67％の増、歳出は4.19％の増となっている。 

 

一般会計は、歳入 1,330,255,580 円、歳出 1,094,512,237 円で、前年度と比較し、歳入は 5.77％

の増、歳出は5.74％の減となっている。 

歳入の主なものは、広域連合規約第17条第 1項第 1号に基づく関係市町村からの負担金となって

いる。歳出の主なものは、職員人件費に係る負担金等広域連合の運営及び管理に関する経費並びに後

期高齢者医療制度に係る事務の経費としての特別会計への繰出金となっている。 

 

特別会計は、歳入294,457,883,621円、歳出290,222,037,974円で、前年度と比較し、歳入は 

3.66％の増、歳出も4.23％の増となっている。 

歳入の主なものは、現役世代からの保険料支援金である支払基金交付金、国庫支出金、県支出金及

び被保険者の保険料を含む市町村支出金となっている。歳出の主なものは、保険給付に係る経費や、

健康診査等保健事業の実施に係る経費、後期高齢者医療給付費準備基金への積立てなどである。 

特別会計の不納欠損額は895,251円、収入未済額は4,759,034円となっている。この内訳は、第 

10 款諸収入・第 3 項雑入であり、前年度と比較し、不納欠損額は 537,584 円（150.30％）の増、収

入未済額は859,234円（22.03％）の増となっている。 

  収入未済額の大半は、被保険者の自己負担割合が所得の修正等に伴い、例えば、1割から2割若し 

くは3割に変更になったことにより発生した不当利得返還金である。その中には、既に医療機関窓口

で支払った自己負担額と変更後の自己負担額の差額が大きいため、一括納付が困難なことから納付相

談を受け、被保険者の事情に寄り添い、分割納付がやむを得ないと判断したものが多いと推察する。

今後は、承認した分割納付が確実に履行されるよう納付状況の適正な管理をお願いしたい。併せて、

財政の健全運営及び負担の公平性確保の観点から、引き続き、未収金の早期回収の措置を講じて収入

未済額の縮減に努めるとともに、不納欠損の判断も慎重かつ厳正に行いながら、適正な債権管理に努

められたい。 

 

さて、最近の後期高齢者医療の状況を見ると、国は、全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構 

築するため、令和4年 10 月から後期高齢者の医療費窓口負担 2割の導入、令和 6年度から現役世代

の負担軽減を目的として後期高齢者の保険料と現役世代の支援金の伸び率が同じになるよう後期高

齢者の保険料負担率の引上げや、出産育児一時金に要する費用の一部を後期高齢者の保険料から支援

する仕組みの導入、令和8年度からは新たに子ども・子育て支援金制度の導入を決定した。また、マ

イナンバーカードと被保険証が一体化したマイナ保険証を基本とする仕組みへの移行や、令和6年12

月 2日より従来の紙の被保険者証の発行を廃止するなど、制度の見直しが行われているため、後期高

齢者には、時宜に適った周知や丁寧な説明が必要とされる。さらに、令和7年には、団塊の世代が全

て後期高齢者となり、被保険者数の急増による保険給付に係る経費の一層の増加が見込まれることか

ら、より的確で効果的な財政運営が必要とされる。 

 

 このような後期高齢者医療を取り巻く状況の変化や国の取組を踏まえ、的確な基礎数値に基づく予 

算編成や計画的な資金収支に留意し、被保険者が安心して医療を受けられる体制を維持することが広

域連合の責務であるとの認識の下、引き続き、持続可能な制度運営及び財政運営に全力で取り組まれ
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たい。また、後期高齢者医療制度を確実に運営するための目標である宮城県後期高齢者医療広域連合

第4次広域計画や、高齢者保健事業の効果的・効率的な実施に向けて策定した宮城県後期高齢者医療

広域連合第3期データヘルス計画（高齢者保健事業実施計画）の着実な実施、さらには、高齢者の保

健事業と介護予防の一体的な実施により後期高齢者に対する長寿と健康推進面からの支援にも併せ

て取り組まれたい。 

最後に、広域連合においては、制度の運営に当たり、保険料の賦課や医療費の給付業務、各種申請

の受付や保険料の徴収などを市町村と役割分担しながら実施していることから、今後とも、構成市町

村及び関係機関と緊密な連携を図りながら、保険料の収納率の向上や円滑な医療給付について、引き

続き、公正かつ適正な事業運営に、職員一丸となって取り組まれたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




























